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（１）審議概観

第189回国会において本委員会に付託さ

れた法律案は、内閣提出４件及び本院議

員提出３件の合計７件であり、そのうち

内閣提出４件はいずれも可決し、本院議

員提出３件はいずれも審査未了となった。

また、本委員会付託の請願28種類292件

は、いずれも保留とした。

〔法律案の審査〕

所得税法等の一部を改正する法律案は、

デフレ脱却と経済再生、地方創生への取

組、経済再生と財政健全化の両立、国境

を越えた取引等に係る課税の国際的調和、

震災からの復興支援などの観点から、国

税に関し、所要の施策を講じようとする

ものである。

委員会においては、消費税率10％への

引上げ延期に際し景気判断条項を削除す

る理由、法人実効税率引下げの効果、大

規模な法人を対象に法人税額等の公示制

度を創設する必要性、出国時の譲渡所得

課税の特例の創設目的と課税上の問題点、

ＯＥＣＤによるＢＥＰＳプロジェクトの

進捗状況とタックスヘイブンに対する我

が国の対応等について質疑が行われ、多

数をもって可決された。なお、附帯決議

が付された。

関税法及び関税暫定措置法の一部を改

正する法律案は、税関における水際取締

りの強化を図るとともに、暫定税率の適

用期限の延長等を行おうとするものであ

る。

委員会においては、危険ドラッグの水

際取締りの強化の方策、税関職員の定員

確保と体制整備の必要性等について質疑

が行われ、全会一致をもって可決された。

なお、附帯決議が付された。

株式会社日本政策投資銀行法の一部を

改正する法律案は、株式会社日本政策投

資銀行の完全民営化の方針を維持しつつ、

危機対応及び成長資金の供給に対し同銀

行の投融資機能を活用するため、所要の

措置を講じようとするものである。

委員会においては、日本政策投資銀行

の完全民営化に向けた道筋、危機対応業

務を義務付ける意義と役割分担の在り方、

同銀行が成長資金を供給することによる

民業圧迫の懸念等について質疑が行われ、

多数をもって可決された。なお、附帯決

議が付された。



金融商品取引法の一部を改正する法律

案は、いわゆるプロ向けファンドをめぐ

る昨今の状況を踏まえ、成長資金の円滑

な供給を確保しつつ、投資者の保護を図

るため、適格機関投資家等特例業務を行

う届出者について、一定の欠格事由を定

め、リスクの説明義務等の行為規制を設

けるとともに、業務改善命令、業務停止

命令等の監督上の処分を導入する等の措

置を講じようとするものである。

委員会においては、プロ向けファンド

に係る今回の制度見直しの意義、プロ向

けファンドによる投資家被害の状況、プ

ロ向けファンドについての検査監督を更

に強化する必要性等について質疑が行わ

れ、全会一致をもって可決された。なお、

附帯決議が付された。

〔国政調査等〕

２月26日、日本銀行法第54条第１項の

規定に基づく通貨及び金融の調節に関す

る報告書（平成26年６月13日提出）につ

いて、黒田日本銀行総裁より説明を聴取

した後、量的・質的金融緩和が金融機関

の貸出し増加など実体経済へ波及してい

ない問題点、２％の「物価安定の目標」

を達成するとした「２年程度の期間」の

具体的な期限、現在の原油価格の水準が

続いた場合に消費者物価に与える影響、

量的・質的金融緩和を国債市場の混乱な

く終了することの実現可能性等について

質疑を行った。

３月３日、埼玉県における経済・金融

情勢等に関する実情調査のため、地元金

融機関及び中小企業団体との意見交換を

行うとともに、株式会社住田光学ガラス

（さいたま市浦和区）、日本銀行戸田分館

を視察した。

３月19日、財政政策等の基本施策及び

金融行政に関する件について麻生国務大

臣から所信を聴取した。

３月24日、前記所信聴取に対し、危険

ドラッグ対策としてこれまでに行った政

府の取組とその効果、商品先物取引にお

ける不招請勧誘規制を緩和する理由、ア

ジアインフラ投資銀行への参加の判断に

ついての財務大臣の見解、地域金融機関

における住宅ローンの金利引下げ競争の

実態把握状況等について質疑を行った。

４月７日、予算委員会から委嘱された

平成27年度の内閣府所管（金融庁）、財務

省所管、株式会社日本政策金融公庫及び

株式会社国際協力銀行の予算の審査を行

い、インフラ輸出など業務が増加する状

況において国際協力銀行の職員を増員す

る必要性、日本政策金融公庫の証券化支

援保証業務等の見直しについての検討状

況、平成27年度予算における多額の国債

発行が急激なインフレを起こさないとい

う財政法の趣旨に反することへの懸念、

予算と税制改正法の成立時期の違いによ

り各々の執行に不一致が生じる可能性に

ついての財務大臣の認識等について質疑

を行った。

４月23日、日本銀行法第54条第１項の

規定に基づく通貨及び金融の調節に関す

る報告書（平成26年12月16日提出）につ

いて、黒田日本銀行総裁より説明を聴取

した後、消費者物価上昇率の今後の見通

し、量的・質的金融緩和と２％の「物価

安定の目標」の達成との因果関係、金融

政策の決定に当たり原油価格の変動を十

分に想定する必要性、量的・質的金融緩

和による実体経済への波及効果に対する

日銀総裁の認識等について質疑を行った。

５月14日、税制等に関する件について、

税収確保に向け税務執行体制を整備する

必要性、国際的な租税回避の防止策を我



が国が主導して講ずる必要性、日米の個

人所得課税の税率構造の相違点、酒類の

過度な価格競争を改善するために国税庁

が行った取組等について質疑を行った。

５月19日、金融機能の再生のための緊

急措置に関する法律第５条の規定に基づ

く破綻金融機関の処理のために講じた措

置の内容等に関する報告（平成26年６月20

日提出）について、麻生内閣府特命担当

大臣から説明を聴取した後、地域金融機

関の総資金利ざやが低下していることの

問題点、預金保険制度において可変保険

料率を導入する必要性、地域銀行が保有

する国債の金利上昇リスクに対する金融

庁の認識、東日本大震災事業者再生支援

機構の債権買取り額が伸び悩んでいる原

因等について質疑を行った。

５月21日、税制等に関する件について、

いわゆる130万円の壁の見直しに当たり配

偶者控除と社会保険料負担を一体的に考

える必要性、我が国の財政状況を踏まえ

た税制の在り方、内閣府の「中長期の経

済財政に関する試算」における税収の算

定方法、所得税の増収を図るための税率

構造等の在り方等について質疑を行った。

５月28日、アジアインフラ投資銀行に

関する件について、アジアにおけるイン

フラ需要に対しアジアインフラ投資銀行

が果たす役割、アジアインフラ投資銀行

に関する中国の意図を踏まえた日本の対

応の必要性、アジアインフラ投資銀行に

おける理事会の在り方、アジアインフラ

投資銀行に出資することによる日本への

メリットの有無等について質疑を行った。

６月16日、日本銀行法第54条第１項の

規定に基づく通貨及び金融の調節に関す

る報告書（平成27年６月12日提出）につ

いて、黒田日本銀行総裁より説明を聴取

した後、金融緩和による保有資産の価格

下落リスクを日銀が過小評価しているこ

との問題点、円安による物価上昇がない

場合の２％の「物価安定の目標」達成の

実現可能性、量的・質的金融緩和の出口

戦略を日銀が発表する時期、これまでの

金融緩和が家計から企業への所得移転を

招いたことに対する日銀総裁の見解等に

ついて質疑を行った。

７月７日、我が国における国際機関の

活動状況等に関する実情調査のため、世

界銀行東京事務所及び世界銀行東京開発

ラーニングセンターを視察し、世界銀行

東京事務所、国際通貨基金アジア太平洋

地域事務所及びＯＥＣＤ東京センターと

の意見交換を行った。また、国連開発計

画駐日代表事務所及び国際連合大学視察

を視察し、国連開発計画駐日代表事務所

及び国際連合大学との意見交換を行った。

８月４日、金融機能の再生のための緊

急措置に関する法律第５条の規定に基づ

く破綻金融機関の処理のために講じた措

置の内容等に関する報告（平成26年12月16

日提出）について、麻生内閣府特命担当

大臣から説明を聴取した後、虚偽開示に

ついての経営者・法人に対する罰則や課

徴金を強化する必要性、内外の金利差が

我が国の金融政策運営に及ぼす影響、終

戦時の未払債務に関する調査の必要性、

バーゼル銀行監督委員会における銀行の

国債保有規制の検討状況等について質疑

を行った。

９月10日、金融機能の再生のための緊

急措置に関する法律第５条の規定に基づ

く破綻金融機関の処理のために講じた措

置の内容等に関する報告（平成27年６月26

日提出）について、麻生内閣府特命担当

大臣から説明を聴取した後、中国経済の

減速が世界経済に与える影響と我が国が

講じるべき対応策、原油価格の下落が２



％の「物価安定の目標」の達成時期に与

える影響、中国経済の現状及び人民元の

切下げ問題に関してのＧ20における議論

の状況、アジアにおける通貨の安定を目

的として通貨当局間による協議を行う必

要性等について質疑を行った。

（２）委員会経過

○平成27年２月12日(木)（第１回）

財政及び金融等に関する調査を行うことを決

定した。

○平成27年２月26日(木)（第２回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

日本銀行法第54条第１項の規定に基づく通貨

及び金融の調節に関する報告書に関する件に

ついて参考人日本銀行総裁黒田東彦君から説

明を聴いた後、政府参考人、参考人日本銀行

総裁黒田東彦君及び同銀行理事雨宮正佳君に

対し質疑を行った。

〔質疑者〕

西田昌司君（自民）、大塚耕平君（民主）、

西田実仁君（公明）、藤巻健史君（維新）、

大門実紀史君（共産）、中山恭子君（次代）、

中西健治君（無ク）、平野達男君（改革）

○平成27年３月19日(木)（第３回）

財政政策等の基本施策及び金融行政に関する

件について麻生国務大臣から所信を聴いた。

○平成27年３月24日(火)（第４回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

財政政策等の基本施策及び金融行政に関する

件について麻生国務大臣、山際経済産業副大

臣、小泉農林水産副大臣、赤澤内閣府副大臣、

西村（康）内閣府副大臣、政府参考人及び参

考人日本銀行総裁黒田東彦君に対し質疑を

行った。

〔質疑者〕

石田昌宏君（自民）、前川清成君（民主）、

大塚耕平君（民主）、藤巻健史君（維新）、

大門実紀史君（共産）、中山恭子君（次代）、

中西健治君（無ク）、平野達男君（改革）

○平成27年３月26日(木)（第５回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

所得税法等の一部を改正する法律案（閣法第

３号）（衆議院送付）について麻生財務大臣

から趣旨説明を聴き、

法人税法の一部を改正する法律案（参第３号）

について発議者参議院議員大久保勉君から趣

旨説明を聴いた後、

所得税法等の一部を改正する法律案（閣法第

３号）（衆議院送付）

法人税法の一部を改正する法律案（参第３号）

以上両案について発議者参議院議員大久保勉

君、同尾立源幸君、麻生国務大臣、西村（康）

内閣府副大臣、宮下財務副大臣、鈴木国土交

通大臣政務官、あかま総務大臣政務官、政府

参考人及び参考人株式会社国際協力銀行代表

取締役副総裁矢島浩一君に対し質疑を行っ

た。

〔質疑者〕

西田昌司君（自民）、尾立源幸君（民主）、

礒 哲史君（民主）、風間直樹君（民主）、

西田実仁君（公明）、藤巻健史君（維新）、

大門実紀史君（共産）、中山恭子君（次代）、

中西健治君（無ク）、平野達男君（改革）

関税法及び関税暫定措置法の一部を改正する

法律案（閣法第４号）（衆議院送付）につい

て麻生財務大臣から趣旨説明を聴いた。

○平成27年３月31日(火)（第６回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

所得税法等の一部を改正する法律案（閣法第

３号）（衆議院送付）

法人税法の一部を改正する法律案（参第３号）

以上両案について麻生国務大臣及び政府参考

人に対し質疑を行い、

所得税法等の一部を改正する法律案（閣法第

３号）（衆議院送付）について討論の後、可

決した。



〔質疑者〕

大塚耕平君（民主）、藤巻健史君（維新）、

大門実紀史君（共産）、中山恭子君（次代）、

中西健治君（無ク）、平野達男君（改革）

（閣法第３号）

賛成会派 自民、公明、次代

反対会派 民主、維新、共産、無ク、改革

なお、附帯決議を行った。

関税法及び関税暫定措置法の一部を改正する

法律案（閣法第４号）（衆議院送付）につい

て麻生財務大臣、宮下財務副大臣、うえの国

土交通大臣政務官及び政府参考人に対し質疑

を行った後、可決した。

〔質疑者〕

長峯誠君（自民）、尾立源幸君（民主）、西

田実仁君（公明）、藤巻健史君（維新）、大

門実紀史君（共産）、中山恭子君（次代）、

中西健治君（無ク）、平野達男君（改革）

（閣法第４号）

賛成会派 自民、民主、公明、維新、共産、

次代、無ク、改革

反対会派 なし

なお、附帯決議を行った。

○平成27年４月７日(火)（第７回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

平成二十七年度一般会計予算（衆議院送付）

平成二十七年度特別会計予算（衆議院送付）

平成二十七年度政府関係機関予算（衆議院送

付）

（内閣府所管（金融庁）、財務省所管、株式

会社日本政策金融公庫及び株式会社国際協力

銀行）について麻生国務大臣から説明を聴い

た後、同大臣、山際経済産業副大臣、長島復

興副大臣、政府参考人、参考人株式会社日本

政策金融公庫代表取締役総裁細川興一君及び

独立行政法人国際交流基金理事長安藤裕康君

に対し質疑を行った。

〔質疑者〕

西田昌司君（自民）、前川清成君（民主）、

大久保勉君（民主）、西田実仁君（公明）、

藤巻健史君（維新）、大門実紀史君（共産）、

中山恭子君（次代）、中西健治君（無ク）、

平野達男君（改革）

本委員会における委嘱審査は終了した。

○平成27年４月23日(木)（第８回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

日本銀行法第54条第１項の規定に基づく通貨

及び金融の調節に関する報告書に関する件に

ついて参考人日本銀行総裁黒田東彦君から説

明を聴いた後、政府参考人、参考人日本銀行

総裁黒田東彦君、同銀行副総裁岩田規久男君、

同銀行理事武田知久君、同銀行理事雨宮正佳

君及び同銀行理事櫛田誠希君に対し質疑を

行った。

〔質疑者〕

愛知治郎君（自民）、前川清成君（民主）、

礒 哲史君（民主）、西田実仁君（公明）、

藤巻健史君（維新）、大門実紀史君（共産）、

中山恭子君（次代）、中西健治君（無ク）、

平野達男君（改革）

株式会社日本政策投資銀行法の一部を改正す

る法律案（閣法第13号）（衆議院送付）につ

いて麻生財務大臣から趣旨説明を聴いた。

○平成27年５月12日(火)（第９回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

株式会社日本政策投資銀行法の一部を改正す

る法律案（閣法第13号）（衆議院送付）につ

いて麻生財務大臣、宮下財務副大臣、政府参

考人、参考人株式会社国際協力銀行代表取締

役総裁渡辺博史君、株式会社日本政策金融公

庫代表取締役総裁細川興一君、日本銀行総裁

黒田東彦君、株式会社日本政策投資銀行代表

取締役社長橋本徹君及び同銀行代表取締役副

社長柳正憲君に対し質疑を行い、討論の後、

可決した。

〔質疑者〕

長峯誠君（自民）、大塚耕平君（民主）、西

田実仁君（公明）、藤巻健史君（維新）、大

門実紀史君（共産）、中山恭子君（次代）、

中西健治君（無ク）、平野達男君（改革）

（閣法第13号）



賛成会派 自民、民主、公明、次代、改革

反対会派 維新、共産、無ク

なお、附帯決議を行った。

○平成27年５月14日(木)（第10回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

税制等に関する件について麻生国務大臣、宮

下財務副大臣、政府参考人、会計検査院当局

及び参考人日本銀行副総裁岩田規久男君に対

し質疑を行った。

〔質疑者〕

西田昌司君（自民）、大久保勉君（民主）、

風間直樹君（民主）、藤巻健史君（維新）、

西田実仁君（公明）、大門実紀史君（共産）、

中山恭子君（次代）、中西健治君（無ク）、

平野達男君（改革）

○平成27年５月19日(火)（第11回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

金融機能の再生のための緊急措置に関する法

律第５条の規定に基づく破綻金融機関の処理

のために講じた措置の内容等に関する報告に

関する件について麻生内閣府特命担当大臣か

ら説明を聴いた後、同件、地域金融機関の総

資金利ざやに関する件、量的・質的金融緩和

に関する件、金融機関の国債保有に関する件、

被災地における債務整理支援に関する件、ア

ジア開発銀行に関する件、コーポレートガバ

ナンス・コードに関する件等について麻生国

務大臣、政府参考人及び参考人日本銀行副総

裁岩田規久男君に対し質疑を行った。

〔質疑者〕

大久保勉君（民主）、礒 哲史君（民主）、

藤巻健史君（維新）、大門実紀史君（共産）、

中山恭子君（次代）、中西健治君（無ク）

参考人の出席を求めることを決定した。

○平成27年５月21日(木)（第12回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

税制等に関する件について麻生国務大臣、宮

下財務副大臣、 階厚生労働大臣政務官、鈴

木国土交通大臣政務官及び政府参考人に対し

質疑を行った。

〔質疑者〕

石田昌宏君（自民）、尾立源幸君（民主）、

前川清成君（民主）、西田実仁君（公明）、

藤巻健史君（維新）、大門実紀史君（共産）、

中山恭子君（次代）、中西健治君（無ク）、

平野達男君（改革）

金融商品取引法の一部を改正する法律案（閣

法第56号）（衆議院送付）について麻生内閣

府特命担当大臣から趣旨説明を聴いた。

○平成27年５月26日(火)（第13回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

金融商品取引法の一部を改正する法律案（閣

法第56号）（衆議院送付）について麻生国務

大臣、赤澤内閣府副大臣、政府参考人及び参

考人日本取引所自主規制法人理事長佐藤隆文

君に対し質疑を行った後、可決した。

〔質疑者〕

若林健太君（自民）、大久保勉君（民主）、

西田実仁君（公明）、藤巻健史君（維新）、

大門実紀史君（共産）、中山恭子君（次代）、

中西健治君（無ク）、荒井広幸君（改革）

（閣法第56号）

賛成会派 自民、民主、公明、維新、共産、

次代、無ク、改革

反対会派 なし

なお、附帯決議を行った。

○平成27年５月28日(木)（第14回）

アジアインフラ投資銀行に関する件について

次の参考人から意見を聴いた後、両参考人に

対し質疑を行った。

〔参考人〕

東京大学特任教授 河合正弘君

コロンビア大学教授

政策研究大学院大学教授 伊藤隆敏君

〔質疑者〕

長峯誠君（自民）、大塚耕平君（民主）、西

田実仁君（公明）、藤巻健史君（維新）、大

門実紀史君（共産）、中山恭子君（次代）、

中西健治君（無ク）

個人情報の保護に関する法律及び行政手続に

おける特定の個人を識別するための番号の利



用等に関する法律の一部を改正する法律案

（閣法第34号）（衆議院送付）について内閣

委員会に連合審査会の開会を申し入れること

を決定した。

○平成27年６月２日(火)

内閣委員会、財政金融委員会連合審査会（第

１回）

（内閣委員会を参照）

○平成27年６月16日(火)（第15回）

理事の補欠選任を行った。

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

日本銀行法第54条第１項の規定に基づく通貨

及び金融の調節に関する報告書に関する件に

ついて参考人日本銀行総裁黒田東彦君から説

明を聴いた後、政府参考人、参考人日本銀行

総裁黒田東彦君及び同銀行副総裁岩田規久男

君に対し質疑を行った。

〔質疑者〕

風間直樹君（民主）、大塚耕平君（民主）、

藤巻健史君（維新）、大門実紀史君（共産）、

中山恭子君（次代）、中西健治君（無ク）

○平成27年８月４日(火)（第16回）

理事の補欠選任を行った。

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

金融機能の再生のための緊急措置に関する法

律第５条の規定に基づく破綻金融機関の処理

のために講じた措置の内容等に関する報告に

関する件について麻生内閣府特命担当大臣か

ら説明を聴いた後、同件、東芝の会計処理に

係る問題に関する件、量的・質的金融緩和に

関する件、国等による終戦時の未払債務に関

する件、株式会社東日本大震災事業者再生支

援機構に関する件、金融機関の国債保有に関

する件、日中財務対話に関する件、社会保障

関係費の見直しに関する件等について麻生国

務大臣、 梨法務副大臣、政府参考人及び参

考人日本銀行副総裁岩田規久男君に対し質疑

を行った。

〔質疑者〕

西田昌司君（自民）、尾立源幸君（民主）、

風間直樹君（民主）、藤田幸久君（民主）、

西田実仁君（公明）、藤巻健史君（維新）、

大門実紀史君（共産）、中山恭子君（次代）、

中西健治君（無ク）

○平成27年９月10日(木)（第17回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

金融機能の再生のための緊急措置に関する法

律第５条の規定に基づく破綻金融機関の処理

のために講じた措置の内容等に関する報告に

関する件について麻生内閣府特命担当大臣か

ら説明を聴いた後、同件、Ｇ20財務大臣・中

央銀行総裁会議に関する件、中国経済の現状

と先行きに関する件、量的・質的金融緩和に

関する件、マイナンバーを用いた消費税の負

担軽減策に関する件、東芝の会計処理に係る

問題に関する件等について麻生国務大臣、宮

下財務副大臣、政府参考人、参考人日本銀行

総裁黒田東彦君、同銀行国際局長長井滋人君

及び日本証券業協会副会長森本学君に対し質

疑を行った。

〔質疑者〕

大久保勉君（民主）、若林健太君（自民）、

西田実仁君（公明）、藤巻健史君（維新）、

大門実紀史君（共産）、中山恭子君（次代）、

中西健治君（無ク）

○平成27年９月25日(金)（第18回）

請願第18号外291件を審査した。

財政及び金融等に関する調査の継続調査要求

書を提出することを決定した。

閉会中における委員派遣については委員長に

一任することに決定した。


